









































部性｣ に注目する｡ 要約するとネットワーク外部性は､ ｢財やサービスを需要することによ
る個人の効用が､ 財やサービス自体の使用価値ばかりでなく､ 同じ財やサービスを他人がど











そこで､ 後半では ｢ネットワーク外部性｣ とは
何であるのか､ 基礎的概念を紹介し若干の検討





































































































































年度末 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004
ドコモ・グループ 4936 10960 17982 23898 29536 36026 39635 42874 45927 48825
ａ ｕ グ ル ー プ 3089 5146 7097 8563 10125 10985 11908 13468 16959 19542
ボーダフォン･グループ 2086 3812 4696 6796 8166 9977 11617 13323 15002 15041
ツーカー･グループ 93 960 1750 2273 3493 3954 3941 3849 3632 3590
合 計 (千加入) 10204 20878 31525 41530 51140 60943 67101 73514 81520 86998




1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004
市 場 規 模
(百億円)
8881 13867 23790 40626 52775 59822 68378 80771 91612 93868 97559 89754
前年比伸び率
(％)






図表５ わが国の携帯電話加入者数とブロードバンドサービス契約者数 (単位：契約数)､ および前年比伸び率 (％：前年100)



















































































































































1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002
事 業 所 数 6432 5982 5812 6297 6092 8248 7957 7554 7830 7644
前 年 比 ▲78 ▲70 ▲28 83 ▲33 ▲62 ▲35 ▲51 ▲15 ▲24
従業者数 ( 人 ) 445662 424867 407396 417､087 426935 535837 534751 515462 526318 534731
前 年 比 ▲88 ▲47 ▲41 24 24 ▲11 ▲02 ▲36 01 16
年間売上高 (合計)(億円) 65144 61770 63622 71435 75880 98006 101519 107228 137039 139731






























200312 20043 20046 20049 200412 20053
電話利用数 (万番号) 4331 5276 6037 7024 7830 8305
前年比伸び率 (％：前年100) 1218 1144 1163 1114 1061
公衆無線契約数 (契約) ※8658 40779 52644 74128 97369 117307




年月末 19993 20003 20013 20023 20033 20043 20053
ｉモード (ＮＴＴドコモ) 5603 21695 32516 37758 41077 44021
	
(､ ツーカー) 1350 6716 9639 12541 15700 18259
ボーダーフォンライブ (ボーダーフォン) 546 6156 10130 12162 12956 12874
合計 (千加入) 48 7499 34567 51925 62460 69732 75154
前年比 (100) 伸び率 (％) 15623 4610 1502 1203 1116 1078

















































































































































































































































































































注：ただし､ 通信関連サービス産業と関連 (インターネット配信､ オンライン､ 携帯電話配信に限定) する市場のみを選択し､ 掲
載した｡
出所：経済産業省 商務情報政策局監修 『デジタルコンテンツ白書2006年版』 33ページより作成｡






































よる消費の ｢ネットワーク外部性｣ または ｢ネッ













































































































果｣ という｡ 最後に､ 価格が高ければ高いほど
自分の効用が正の直接的影響を受けるヴェブレ
ン著 ｢有閑階級の理論｣ で展開された ｢顕示的

































電 力 高圧送電網地域の配電網 発電
｢小売り｣ ないし ｢販売｣ 活動
市場取引活動
ガ ス 高圧ガス輸送網地域の配ガス管網 ガスの製造
ガスの貯蔵 (いくつかの国において)
ガスの ｢小売り｣・｢販売｣ 活動
郵 便 地域の配達網 郵便物の輸送
速達・小包の配達
人口密集地域での大口顧客への郵便物の配達
放 送 電波の周波数 コンテンツ
鉄 道 軌道網と通信のインフラ設備 列車の運行
施設・設備のメンテナンス
航 空 離発着のスロットなどの空港サービス 航空機の運行サービス
施設・設備のメンテナンス
機内食サービス
海上運送 [特定の都市の] 港湾サービス 水先案内サービス
港湾サービス




























































































トワーク外部性｣､ ｢ネットワーク効果｣ や ｢需
要側の規模の経済｣ などと主に３つの呼び方が
あると述べている10)｡
















































さて､ ｢ネットワーク外部性｣ には ｢直接効
果｣ と ｢間接効果｣ の二つの効果が存在して
いる｡





















ク外部性｣ の ｢直接効果 (または直接外部性)｣
という｡ ｢直接効果｣ は電話 (固定電話､ 携帯















ダーフオン (ソフトバンク) などでは画像 ｢規

























)､ 家庭用ゲーム機 (本体とソフト)､ 放































































































































藤は ｢間接的外部性 (技術的外部性)｣ につい
















このように ｢ネットワーク外部性｣ には ｢直































































































ナローバンド ～ １ モデム､ 	､ ２

ブロードバンド １～ 数十 	､ ３






回 線 ダイヤルアップ 	､  



























約10分 約64秒 約25秒 約５秒 約04秒
音楽
(アルバム)
約25時間 約15分 約６分 約１分 約６秒
映画
(約２時間)
約125時間 約13時間 約５時間 約１時間 約５分


















現在､ ｢直接効果｣ と ｢間接効果｣ を含めて
の研究として､ 初期の携帯電話の研究､ 電子メー
ルサービスの研究､ 電話､ ､ ルータにつ
いて､ 携帯電話に付随するＪフォンの ｢写メー






















































出所：林俊彦編 『日本の産業システム⑤ 情報経済システム』 295ページより作成｡
図表12 ユビキタス・ネットワークの基本コンセプトと将来イメージ




























































































る｡  が述べたように ｢ネット
ワーク外部性｣ の存在するネットワークに参加
するときには ｢トレーニング｣ の必要性を論じ



























１) 本稿では､ ｢情報通信関連サービス業｣ を
日本標準産業分類の大分類Ｌ－サービス業の
振り分けを行なった2004年の ｢サービス産業



















３) サービス生産における ｢顧客 (消費者) の
参加｣ については､ 阿部真也・秋吉浩志 ｢サー
ビス生産への顧客参加とその展開｣､ 『福岡大
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くま学芸文庫､ 1998年) また､ マーケティン
グ論や消費論の価格戦略における ｢顕示的消
費 64446｣ の議論につい
ては､ 薄井和夫著 『 はじめて学ぶマーケ
ティング (基礎編) 現代のマーケティン





叢 (京都大学) 第156巻､ 第５号､ 1995年､
19～20ページ､ 依田高典 ｢ネットワーク・エ
コノミクス⑦ ネットワーク外部性の経済
理論 (前)｣ 『経済セミナー10』､ 日本評論社､
-.537､ 1999年､ 78～79ページ､ 同著 『ネッ
トワーク・エコノミクス』 日本評論社､ 2001
年､ 92～93ページなどを参照のこと｡



















































































  出版､ 1989年､ 48～49ページ､ 同著
『ネットワーキング 情報社会の経済学』､






















20) 三友仁志 ｢第７章まとめ｣ =EEF総研
(2005) F?G委託研究 『携帯電話サービスに
おけるネットワーク外部性の推計』 調査報告

























































































『大阪大学経済学』 (大阪大学) ,48､ .3・
4､ 1999年､ 218～232ページ､ 新宅純二郎､
田中辰雄､ 柳川範之編著 『ゲーム産業の経済
分析 コンテンツ産業発展の構造と戦略
』 東洋経済新報社､ 2003年｡ などを参照｡
29) 立原茂・野口正人 ｢ネットワーク効果と日
本の電気通信政策｣ 東海大学政治経済学部紀











働く市場での戦略 ｣ 『組織科学』､ 31､
.4､ 1998年､ 44～52ページ｡
浅羽茂 『競争と協力 業界標準をめぐる企業























第156巻､ 第５号､ 1995年､ 17～37ページ｡
江沢太一・江口善章 ｢情報ネットワーク経済の
ミクロモデル｣ 『学習院大学経営経済研究所





院大学経済学論集』 第37巻､ 第３号､ 2002年､
１～28ページ｡
江副憲昭 『ネットワーク産業の経済分析 公



















会､ .6､ 2003年､ １～29ページ｡
佐藤浩之 ｢ネットワーク外部性と企業提携
提携を例に ｣ 『明海大学経済学論集』
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